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はじめに 

 

自治体の会計方式は、単年度ごとの「現金」という一つの科目の収支のみを記録してい

ます。従来の会計方式である単式簿記・現金主義による予算・決算では、毎年度の現金収

支の均衡を捉える仕組みとなっており、現金の動きが分かりやすい反面、これまで形成し

てきた建物等の資産、地方債等の負債の状況などのいわゆる「ストック情報」や行政サー

ビスを提供するために発生した「コスト情報」が不足していました。 

こういった問題に対応するため、総務省より公表された「新地方公会計制度実務研究会

報告書」に基づき、本町の行政活動の結果として形成された資産（道路や学校などの施設

や土地など）や負債（町がこれから返済する借金など）の会計年度末時点での状況を捉え

た「普通会計財務書類４表（総務省改訂モデル）」を作成することでより分かりやすい財

政状況の公表に努めてまいります。 

 今後とも、これら財務書類を積極的に公表し町民の皆様に本町の財務状況を詳細に知っ

ていただくとともに、資産・債務管理や予算執行管理などにも広く活用し長期的な視野に

立った健全な行財政運営に努めてまいります。 

 

 

 

普通会計財務書類について 

１ 作成の基準 

本町では、総務省「新地方公会計制度実務研究会報告書」における「総務省方式改訂

モデルに基づく財務書類作成要領」に基づく方式により財務書類を作成しています。 

 

２ 共通事項 

（１）対象会計 

  本町の一般会計を対象としています。 

（２）基礎データ 

  原則として昭和４４年度以降の総務省決算統計データを用いて作成しています。 

（３）売却可能資産 

  庁内の公共資産活用検討委員会で売却予定とされた公共資産を計上しています。 

 

３ 貸借対照表 

（１）貸借対照表（ＢＳ）とは 

   貸借対照表とは、本町の資産状況を明らかにするとともに、その資産をどのような負

担によって形成してきたかを示すものです。過去の世代が形成してきた資産と将来世代

が負担する負債の状況を把握することができるもので、一般に「バランスシート」と呼

ばれています。 

 



 

（２）概要 

 
 

普通会計貸借対照表 
（平成 28年 3月 31日現在） 

                                                               （単位：千円） 

借  方 貸  方 

〔資産の部〕 

１ 公共資産 

（１）有形固定資産  

（２）売却可能資産      

公共資産合計 

 

 

 

30,731,761 

    98,434 

 

 

 

 

 

30,830,195 

〔負債の部〕 

１ 固定負債 

（１）地方債  

（２）長期未払金 

（３）退職手当引当金 

（４）損失補償等引当金 

固定負債合計 

 

 

5,809,271 

0 

1,308,465 

0 

 

 

 

 

 

 

 

7,117,736 ２ 投資等 

（１）投資及び出資金 

   ①投資及び出資金 

   ②投資損失引当金 

（２）貸付金 

（３）基金等  

（４）長期延滞債権 

（５）回収不能見込額  

投資等合計 

 

 

 

168,930 

0 

1,129,089 

3,964,482 

3,062 

△36 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,265,527 

１ 流動負債 

（１）翌年度償還予定地方債  

（２）短期借入金 

（３）未払金 

（４）翌年度支払予定退職手当 

（５）賞与等引当金 

流動負債合計 

 

882,418 

0 

0 

903 

53,696 

 

 

 

 

 

 

937,017 

３ 流動資産 

（１）現金預金 

   ①財政調整・減債基金 

   ②歳計現金 

（２）未収金 

流動資産合計 

 

 

1,680,293 

220,606 

2,446 

 

 

 

 

 

1,903,345 

負債合計  8,054,753 

〔純資産の部〕 

１ 公共資産等整備国県補助金等 

２ 公共資産等整備一般財源等 

３ その他一般財源等 

４ 資産評価差額 

  

7,210,152 

24,731,068 

△2,075,046 

78,140 

純資産合計  29,944,314 

資産合計  37,999,067 負債・純資産合計  37,999,067 

 

 

 

 

 



 

４ 行政コスト計算書 

（１）行政コスト計算書（ＰＬ）とは 

行政コスト計算書とは、年間の行政活動のうち福祉サービスやごみ収集、消防活動な

ど、資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその財源とを対比させ、純経常

行政コストを表したものです。 

 

（２）概要 
 

普通会計行政コスト計算書 
（自 平成 27年 4月 1日 至 平成 28年 3月 31日） 

                                               （単位：千円、％） 

区分 金額 構成比 

経
常
行
政
コ
ス
ト 

人にかかるコスト 879,939 12.0% 

 人件費 795,988 10.9% 

退職手当引当金繰入等 30,255 0.4% 

賞与引当金繰入額 53,696 0.7% 

物にかかるコスト 2,659,628 36.3% 

 物件費 1,114,123 15.2% 

維持補修費 131,157 1.8% 

減価償却費 1,414,348 19.3% 

移転支出的なコスト 3,741,999 51.0% 

 社会保障給付 612,439 8.4% 

補助金等 695,775 9.5% 

他会計等の支出額 551,700 7.5% 

他団体への公共資産整備補助金等 1,882,085 25.7% 

その他の行政コスト 51,848 0.7% 

 支払利息 52,141 0.7% 

回収不能見込計上額 △293 0.0% 

その他行政コスト 0 0.0% 

経常行政コスト 合計 7,333,414 100.0% 

経
常
収
益 

使用料・手数料 196,686 － 

分担金･負担金･寄附金 97,144 － 

経常収益 合計 293,830 － 

（差引）純経常行政コスト 7,039,584 － 

                                       （端数処理の関係で合計が一致しないことがあります。） 

 

 

 

 

 



 

（２）目的別経常行政コスト 

                                               （単位：千円、％） 

目的別 金額 構成比 

生活インフラ・国土保全 880,101 12.0% 

教育 852,804 11.6% 

福祉 2,107,892 28.7% 

環境衛生 558,797 7.6% 

産業振興 1,626,155 22.2% 

消防 310,197 4.2% 

総務 861,377 11.7% 

議会 84,244 1.1% 

支払利息 52,141 0.7% 

回収不能見込計上額 △293 

 

0.0% 

その他 △1 0.0% 

合計 7,333,414 100.0% 

        （端数処理の関係で合計が一致しないことがあります。） 

５ 純資産変動計算書 

（１）純資産変動計算書（ＮＷＭ）とは 

   純資産変動計算書とは、貸借対照表上に記載されている「純資産」について、期首・

期末の状況を表すものです。「純資産」を構成する国県補助金や税収をはじめとする一

般財源の年間における動向、資産形成、除売却、地方債償還などによる財源の異動状況

なども表しています。 

 

（２）概要 
 

普通会計純資産変動計算書 
（自 平成 27年 4月 1日 至 平成 28年 3月 31日） 

                                                             （単位：千円） 

目的別 純資産合計 
公共資産等整備 
国県補助金等 

公共資産等整備 
一般財源等 

その他 
一般財源等 

資産評価差額 

期首純資産残高 30,687,768 7,404,446 24,876,522 △1,669,036 75,836 

純計上行政コスト △7,039,584   △7,039,584  

一般財源 4,880,445   4,880,445  

補助金等受入 1,659,691 173,309  1,486,382  

臨時損益 △245,767   △245,767  

科目振替 0 △367,626 △11,813 379,439  

資産評価替えによる変動額 2,304    2,304 

無償受贈資産受入 0    0 

その他 △543 23 △133,641 133,075  

期末純資産残高 29,944,314 7,210,152 24,731,068 △2,075,046 78,140 

《参考》一般財源等（その他一般財源等欄の一般財源及び補助金等受入）＝1,619,457 



 

６ 資金収支計算書 

（１）資金収支計算書（ＣＦ）とは 

   資金収支計算書とは、歳出の性質によって「経常的支出」「公共資産整備支出」「投

資・財務的支出」に区分し、全ての行政活動にかかる資金(歳計現金）の出入り情報につ

いて、それぞれの区分ごとに収支状況を表したものです。 

 

（２）概要 

普通会計資金収支計算書 

（自 平成 27年 4月 1日 至 平成 28年 3月 31日） 

                                                         （単位：千円） 

経常的収支の部 金額  投資・財務的収支の部 金額 

人件費 988,123  貸付金 351,500 

物件費 1,114,123  基金積立額 72,073 

社会保障給付 612,439  地方債償還額 746,830 

補助金等 695,775  その他支出 443,239 

その他支出 522,822  支出合計 1,613,642 

支出合計 3,933,282    貸付金回収額 55,102 

地方税 929,860  基金取崩額 0 

地方交付税 3,430,214  公共資産等売却収入 48,440 

国県補助金等 606,222  その他収入 56,689 

地方債発行額 390,756  収入合計（c） 160,231 

基金取崩額 151,639  投資・財務的収支額（C） △1,453,411 

その他収入 726,838   

収入合計（a） 6,235,529  

経常的収支額（A） 2,302,247  

 

公共資産整備収支の

部 

金額   金額 

公共資産整備支出 2,922,157  当該年度歳計現金増減額

（A）+（B）+（C） 
43,489 

その他支出 68,937  

支出合計 2,991,094  期首歳計現金残高（d） 177,117 

 国県補助金等 1,053,469  期末歳計現金残高 220,606 

  地方債発行額 844,524  
 

 基金取崩額 257,736  

その他収入 

 

 

30,018  《参考》 

収入合計（b） 2,185,747  歳入合計 

（a）+（b）+（c）+（d） 
8,758,628 

公共資産整備収支額（B） △ 805,347  

《参考》経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く。）＝1,759,852 

 

 



 

７ 各財務諸表を活用した分析 

（１）社会資本形成の世代間負担比率【貸借対照表より】 

    ①過去及び現世代負担比率 

 資産のうち純資産による形成割合であり、これまでの世代によって形成された社

会資本の割合を示しています。 

純資産合計     公共資産合計 

29,944,314千円 ÷ 31,941,220千円 ＝ 93.7％  （対前年-4.8％） 

          ※普通会計における平均的な値は５０％～９０％の間とされています。 

 

②将来世代負債比率 

        資産合計のうち地方債による形成割合であり、将来の世代が負担しなければなら

ない社会資本の割合を示しています。 

地方債合計      公共資産合計 

5,809,271千円 ÷ 31,941,220千円 ＝ 18.2％  （対前年－0.7％） 

      ※普通会計における平均的な値は１５％～４０％の間とされています。ただし、過疎化が進んでいる

団体などでは、値が高い比率となる傾向にあります。 

 

（２）歳入額対資産比率【貸借対照表・資金収支計算書より】 

        資産合計が歳入合計の何年分に相当するかを示しています。この比率が高いほど、

すでに社会資本の整備ができていると考えられます。 

資産合計        歳入合計 

37,999,067千円 ÷ 8,737,624千円 ＝ 4.3年  （対前年－1.0年） 

      ※普通会計における平均的な値は３．０年～７．０年の間とされています。 

 

（３）受益者負担比率【行政コスト計算書より】 

        経常収益の純経常行政コストに対する割合で、資産形成以外の行政サービスの支

出が受益者負担でどれだけまかなわれているかを示しています。 

経常収益      純経常行政コスト 

293,830千円 ÷ 7,039,584千円 ＝ 4.1％  （対前年－2.1％） 

      ※普通会計における平均的な値は２％～８％の間とされています。 

 

（４）行政コスト対公共資産比率【行政コスト計算書・貸借対照表より】 

        資産を活用するためにどれだけのコストがかけられているか、資産が効率的に活

用されているかを示しています。 

純経常行政コスト    公共資産合計 

7,039,584千円 ÷ 31,941,220千円 ＝ 22.0％  （対前年－4.7％） 

      ※普通会計における平均的な値は１０％～３０％の間とされています。 

 

（５）行政コスト対税収等比率【行政コスト計算書・純資産変動計算書より】 

        資産を活用するためにどれだけのコストがかけられているか、資産が効率的に活



 

用されているかを示しています。 

純経常行政コスト   一般財源等 

7,039,584千円 ÷ 4,880,445千円 ＝ 144.2％  （対前年＋43.4％） 

      ※普通会計における平均的な値は９０％～１１０％の間とされています。 

 

（６）地方債償還可能年数【貸借対照表・資金収支計算書より】 

        自治体の抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返

済できるかを示しています。 

地方債合計       経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く。） 

5,809,271千円 ÷ 1,759,852千円 ＝ 3.3年  （対前年－0.1年） 

      ※普通会計における平均的な値は３年～９年の間とされています。 

 

（７）住民一人あたりの財務書類【貸借対照表・行政コスト計算書より】 

        財務書類の数値を住民一人あたりの金額にすることにより、他団体との比較がし

やすくなります。 

① 住民一人あたりの資産額 

資産合計          人口（平成 28年 5月末） 

37,999,067千円 ÷ 6,248人 ＝ 6,081千円  （対前年＋29千円） 

      ※普通会計における平均的な値は町村で１，０００千円～５，０００千円の間とされています。 

 

②  住民一人あたりの負債額 

負債合計         人口（平成 28年 5月末） 

8,054,753千円 ÷ 6,248人 ＝ 1,289千円  （対前年＋83千円） 

      ※普通会計における平均的な値は町村で３００千円～２，０００千円の間とされています。ただし、

過疎化が進んでいる団体などでは、高額となる傾向にあります。 

 

③ 住民一人あたりの経常行政コスト 

純経常行政コスト合計  人口（平成 28年 5月末） 

7,039,584千円 ÷  6,248人 ＝ 1,127千円  （対前年＋274千円） 

      ※普通会計における平均的な値は町村で２００千円～９００千円の間とされています。 

 

８ 各財務諸表の項目について 

（１）貸借対照表の項目説明 

    ①借方 

資産 町財産として蓄積された行政サービスを提供するための資

源（社会資本など） 

有形固定資産 土地、建物、備品など 

売却可能資産 普通財産のうち利用計画が未定であり処分可能とされた

土地、建物 



 

投資等 財団法人などに対する出捐金、町の直接の貸付金、基金で

保有している現金など（流動性が高い基金は流動資産に区

分） 

投資損失引当金 出資先団体の資産や負債の状況から算定した発生可能性の

ある損失見込み額 

【算出方法】実際の出資金額と、出資先団体の純資産額における出資

比率相当額を比較し、30％以上下回る場合に当該差額を計上 

長期延滞債権 町税や貸付金、使用料などの収入未済額のうち、１年以上

経過したもの 

回収不能見込額 長期延滞債権や未収金のうち、過去の不納欠損実績から算

定した回収不能見込み額 

【算出方法】長期延滞債権や未収金などの収入未済額に、それぞれの

過去５ヵ年不納欠損実績率を乗じて算定 

流動資産 財政調整基金や現金、収入未済の町税など 

未収金 町税や貸付金、使用料などの収入未済額のうち、１年以内

に生じたもの 

 

   ②貸方 

負債 資産の部の財産の取得財源のうち将来に支払や返済の必要

があるもの 

固定負債 作成基準日の翌日から１年超の日に支払期限が到来する

もの 

地方債 基準日での地方債残高から翌年度予定の元金償還額を控除

したもの 

長期未払金 債務負担行為のうち債務は残っているが既に物件の引き渡

しを受けた有形固定資産に係るもの（その他の債務負担行

為設定額については欄外注記） 

退職給与引当金 業務従事全職員が年度末に普通退職した場合の退職金総額 

流動負債 作成基準日の翌日から１年以内の日に支払期限が到来する

もの 

翌年度償還予定地

方債 

１年以内に償還期限が到来する地方債の元金償還額 

短期借入金 

(翌年度繰上充用金) 

歳入が歳出に不足する場合、翌年度歳入を繰り上げてその

年度の歳入に充てた金額 

賞与引当金 将来生ずる期末勤勉手当見込み額の一部（翌年６月支給分

の支給対象期間である12月から翌年５月までのうち、翌年

３月までの分） 

純資産 資産の取得に充てられた財源のうち負債を差し引いたもの

（国・県支出金、一般財源等） 



 

公共資産等整備 

国県補助金等 

町が行う建設事業や資産形成のための貸付などに充てられ

た国・県支出金 

公共資産等整備 

一般財源等 

公共資産や投資等を構成する財源のうち、国・県支出金や

地方債など以外のもの 

資産評価差額 公共資産について、有形固定資産から売却可能資産に計上

替え（時価評価）した場合の変動額など 

 

（２）行政コスト計算書の項目説明 

    ①経常行政コスト 

○人にかかるコスト 人件費、退職給与引当金繰入等、賞与引当金繰入額 

 退職手当引当金繰入

等 

当該年度に引当金として新たに繰り入れた額など 

 賞与引当金繰入額 翌年度支払い予定の賞与のうちの当該年度負担相

当額 

○物にかかるコスト 物件費、維持補修費、減価償却費 

 減価償却費 有形固定資産の経年劣化等に伴う資産価値減少相当

額 

○移転支出的なコスト 社会保障給付、補助費等、他会計等への支出額、他

団体への公共資産整備補助金等 

 社会保障給付 子ども手当、医療費助成、生活保護費などに要する

経費 

 他団体への公共資産

整備補助金等 

貸借対照表の欄外に注記した「他団体及び民間への

支出金により形成された資産」の当該年度分支出額 

○その他のコスト 支払利息、回収不能見込計上額、その他行政コスト 

 回収不能見込計上額 時効等により徴収不能となった町税や使用料・手数

料などの金額 

 

    ②経常収益 

使用料・手数料 施設利用や住民票等発行など役務提供に対する料金

で、貸借対照表で経理されない使用料・手数料の現

年調定額 

分担金・負担金・寄附金 貸借対照表で経理されない「分担金」「負担金」「寄

附金」の現年調定額 

 

    ③純経常行政コスト 

経常行政コストから経常収益を差し引いた金額で、税収などの一般財源で賄う 

べきコストを示します。 

 

 



 

（３）純資産変動計算書の項目説明 

その他行政コスト

充当財源 

地方道路譲与税などの地方譲与税、軽油引取税交付金、地

方特例交付金など 

臨時損益 経常的でない特別な事由に基づく損益 

科目振替 純資産科目相互の資金変動を明らかにするもの 

資産評価替えによ

る変動額 

公共資産について、有形固定資産から売却可能資産に計上

替え（時価評価）した場合の変動額など 

無償受贈資産受入 寄附等により無償で資産を受贈した場合に計上した評価額 

 

（４）資金収支計算書の項目説明 

経常的収支 人件費、物件費、扶助費（社会保障給付）など、日常の行

政活動にかかる収支 

公共資産整備収支 道路や学校、公園の建設など、公共資産の整備にかかる収

支 

投資・財務的収支 地方債元金償還や貸付金、出資金、公営企業への公債費財

源繰出しなどにかかる収支 

地方債発行額 ［経常的収支に計上されるもの］ 

臨時財政対策債など 

［公共資産整備収支に計上されるもの］ 

  普通建設事業の財源となる地方債 

 

９ 普通会計財務書類４表（詳細版）について 

 

    別添のとおり 

 

10 普通会計貸借対照表２期比較について 

 

    別添のとおり 

 


